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■平成２５年度第３回（第２１９回）都市経営戦略会議結果概要 

 

【日 時】 平成２５年８月２３日（金）  午前１０時３０分～午前１１時４５分 

 

【場 所】 政策会議室 

 

【出席者】 市長、小林副市長、木下副市長、教育長、審議監、政策局長、総務局長、    

行財政改革推進本部長、理事（秘書・総合調整担当）、総合政策監、保健 

      福祉局長 

 

【議 題】（１）さいたま市立病院の施設更新の方向性について 

 

＜ 提 案 説 明 ＞ 

さいたま市立病院の施設更新の方向性について、保健福祉局長から次のような説明があ

った。 

 

 ・審議事項は、「施設整備の建築の方向性について」と「施設整備に併せて実施する増

床を伴う医療機能の方向性について」である。 

・市立病院の役割は、一つに、自治体病院としての急性期医療・高度医療を提供し、地

域の中核的な病院としての役割を果たすこと。二つ目は、救急医療等の政策医療の一

層の充実・強化を図ること。三つ目は、より良い質の高い医療を提供するために、必

要な投資を行いつつも健全経営を維持することであり、目指すべき方向性は「機能充

実と健全経営」としている。 

・さいたま市における将来推計人口の推移は、人口のピークは平成３７年頃とされてい

る。しかし、入院患者数の推移は、さいたま市の年齢別人口のピークが４０歳前後で

あることから、将来推計人口が減り始める平成３７年以降も大幅に増加し続けると予

想される。医療従事者の大幅な不足という状況を抱える当市にとって、市内の基幹病

院である市立病院の強化が喫緊の課題となっている。 

・まず、今回審議したい一つ目の「増床を伴う医療機能の方向性について」である。 

・始めに救命救急センターの現状としては、救命救急センターの人口比では、本市は１

２０万人に１か所であり、同規模政令市では３５万人から５０万人に１か所設置され

ている状況である。また、市消防局の重症救急患者の救命救急センターへの搬送状況

は１６％であり、同規模指定都市においては、２７％から４２％となっている。当局

としては救命救急センターを設置し、専用病床２０床の設置が必要と考えている。 

・精神・身体合併症病棟の現状については、さいたま市内に総合病院の精神科病床がな

く、近県指定都市ではさいたま市のみ未設置となっている。精神疾患を有する患者数

は増加傾向にあり、認知症入院患者の４分の１が身体合併症を有するとされている。

また、議会や医師会からの要望も強く、他政令市に先駆けてノーマライゼーション条

例を設置した、本市にとって、体制整備は急務と考えている。当局としては、重症で
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専門性の高い精神身体合併症に対応する、精神科病床３０床の設置が必要と考えてい

る。 

・緩和ケア病棟の現状は、将来患者推計ではがん患者は増加傾向にあり、地域がん診療

連携拠点病院である市立病院においては、現在、医師会との連携病床であるさくらそ

う病棟において、院内又は医師会から紹介された末期がん患者の緩和ケアを行ってい

る。しかし、専門病棟でないため十分な対応が困難な状況にある。このため、地域の

医療機関と連携し、がん医療を包括的に提供するために、緩和ケア病床２０床の設置

が必要と考えている。 

・上述の３つの病棟ともに、医師看護師の確保、必要病床枠の確保、また、不採算が懸

念されることから、市の政策医療としての安定的経営をどう確保していくのかが課題

と考えている。しかし、これらの医療機能は、何れもさいたま市民及び医療関係者に

とって、必要不可欠な医療機能であるものの、それぞれ専用の構造施設を必要とする

ため、一般病床の転用が困難である。今回の整備時期を逃すと将来的にも設置が難し

いため、是非設置をしたいと考えている。 

・２つ目の審議事項である「施設整備の建築計画の方向性について」は、平成２４年度

から防災エネルギーセンターの更新に着手していることから、病院本体も併せて現地

での建て替えを考えている。 

 ・建築計画は、３案で検討しており、施設機能や医療機能に関わる現状の課題解決や将

来マスタープランの考え方、資金計画、工期等について評価した（建築計画の前提条

件は、最近建設された自治体病院の状況を参考に、１床当たり床面積８３㎡、１㎡当

たりの建築単価は、国立病院機構の病院建築標準仕様を参考に、新築を３０万円、改

修を２１万円で設定）。 

・Ａ案は、高等看護学院を移転せず、東病棟・管理棟及びさくらそう病棟等を解体し、

２棟の新棟を建設、既存の西病棟を改修する案で、建築事業費の総額を１４７億円と

見込んでいる。 

・Ｂ案は、高等看護学院をあらかじめ病院敷地内の他の場所に移転し、新棟を建設する。

さくらそう病棟等は解体し、残りの病棟は、改修し利用する案で、建設事業費の総額

を１４３億円と見込んでいる。 

・Ｃ案は、現在、駐車場、高等看護学院、サービス棟として利用しているスペースに新

棟を建設する。すべての医療機能を移転する案で、高等看護学院は、Ｂ案同様あらか

じめ移転し、また工事中の駐車場確保のため事前に立体駐車場を建設する必要がある。

また、現行の周産期医療センターは他用途への有効活用を図る予定である。建設事業

費総額は１８１億円を見込んでいる。 

 ・収支見通しの前提条件は、事業費については、建築計画の前提条件で積算した各案の

建設事業費に医療機器等整備費３２億円を加えて事業費としている。財源については、

基本的に企業債を想定し、借入金額については、事業費の９割で試算している。 

 ・国、県等からの補助の活用について可能な限り検討し、施設整備に係る事業費に対す

る一般会計負担は、総務省副大臣通知の繰出基準を基本とし、市と病院で２分の１ず

つの負担割合で積算している。 

・以上の前提条件をもとに収支見通しの積算をしたところ、各案とも新病院開院当初は、

新病院において整備する医療機器の減価償却費の負担や新機能が順調に稼働するま
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でに数年かかること等から純損益は赤字となるが、新病院開院６～7年後には医療機

器の減価償却が終了すること等から純損益は黒字化する見通しである。 

 

＜ 意 見 等 ＞ 

・医療機能の方向性としては、救命救急センター、精神・身体合併症病棟、緩和ケア病

棟を市立病院に新たに設置することは異論がないのではないか。 

・これら３つの医療機能は、政策的医療として市立病院が担う必要性はあると思うが、

経営を安定させるためには、病棟の採算性や収益力のある事業とのバランスを考慮す

べきではないか。 

→新しい３つの医療機能以外の医療分野についても医療機能を大きく向上させる予定

でいるので、次回は収支を含めた全体像を示したいと考えている。 

・市立病院が作成した収支計画では、施設整備後の６～７年後の黒字化を見込んでいる

とのことであるが、一般会計からの繰出金を収入に含めているのか。 

→総務省の基準に基づいた一般会計繰出金を収入に含めた上で、通常の経営を続けてい

くことを考えている。 

・総務省の一般会計繰出基準の考え方としては、全体事業費の１／２を一般会計で負担

するという意味ではなく、公営企業である市立病院は独立採算が基本であるものの、

不採算の政策医療を担っているので、一般会計からの負担が認められていると解釈す

るのではないか。 

→指摘のとおりで、一般会計からの繰出金に依存するのではなく、今まで積み上がって

きた利益剰余金を頭金として建設事業費に充当した上で、資金計画を立てたいと考え

ている。 

・収支計画の策定に際して、今後の中長期的な社会情勢の変化に対応できるように、余

力を残しておく必要があるのではないか。また、根拠のある数字等を用いて現実的な

計画を立てなければ、施設更新に当たり、既存施設の改修か全面建替えなのか正確に

判断できないのではないか。 

→高度急性期医療をベースに機能強化を図り、市民へのサービスを向上させていくこと

は、当然考慮した上で、健全経営の延長線上にある一般会計負担の考え方、各施設更

新のメリット・デメリットをもう一度精査して、収支計画を提示したいと考えている。 

＜  結 果  ＞  

・ 保健福祉局発議の市立病院施設更新の方向性について、救命救急センター設置等の増

床を伴う医療機能の強化は了承する。また、施設整備の建築については、収支計画や

資金計画等を再検討し、再度、都市経営戦略会議に付議すること。 

 

＜ 会 議 資 料 ＞ 

（資料）さいたま市立病院の施設更新の方向性について 

 


